富観振第１号
平成　２９　年　７　月　２８　日

各　　位

富士地域観光振興協議会

会　　長　　　土　井　一　浩
（富士宮市観光課）

「平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業」に関する

公募型プロポーザル提案の募集について（通知）

標記の委託事業を実施するにあたり、受託希望者の企画書・見積書を募集することとしたので、別添仕様書に基づき下記のとおりご提出をお願いいたします。

記

１　参加申込み　　

（１）　提出期限　　平成２９年８月１０日(木)　午後５時まで

（２）　提出場所　　〒４１８－８６０１　富士宮市弓沢町１５０番地　　富士宮市役所　産業振興部　観光課

（３）　提出書類　　別紙様式１

２　質問の受付及び回答

本要項や仕様書の内容などについての質問は、「質問書」(別紙様式２)により提出すること。

（１）　質問期間

参加申込書提出日から同年８月１4日(月)の午後５時まで（郵送の場合は必着）

（２）　提出場所

〒４１８－８６０１　　富士宮市弓沢町１５０番地　　富士宮市役所　産業振興部　観光課

（３）　提出方法

電子メール、郵送又はＦＡＸによるものとし、送信時には提出場所あて必ず受信の確認を行うこ

と。

（４）　回答期限及び方法

回答は、平成２９年８月１８日(金)までに、公平性を保つため、参加する全ての業者に電子メール

により送付します。

３　企画書　　ペーパー１０部

（１）　別添「平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業仕様書」を参照してください。

（2） 　企画書には下記「ア」～「キ」までについて記載してください。

ア　企画提案書　(別紙様式３)　　

イ　企画提案内容説明書　(Ａ４もしくはＡ３横折込　様式自由)
(1) 本事業への取組方針を簡潔に記載すること。

(2) 基本事項について、具体的な事業を提示すること。
ウ　会社概要　(別紙様式４)

エ　同種・類似業務実績一覧　（別紙様式５）　　類似業務の実績があれば記載すること。
オ　業務実施体制　(Ａ４　様式自由)
(1) 「イ」に記載した提案内容を実施するための体制（統括責任者、担当者等）について図式すること。
(2) 具体的な業務の役割分担が想定できる場合は、それについても記載すること。
(3) 外部の協力会社等がある場合は、それについても記載すること。
カ　統括責任者及び担当者経歴書　(別紙様式６)

(1) 「オ」の業務実施体制に記載した、統括責任者及び担当者の経歴について記載すること。
(2) 各担当者の業務実績ついては、「エ」に記載した業務の経験がある場合は優先して記載すること。
キ　業務工程表　（Ａ４もしくはＡ３横折込　様式自由)
(ｱ)「イ」に記載した提案内容を実施するための業務工程表を記載すること。
ク　見積書　　正本 １部（様式不問）　副本（コピー）９部　
(1) 本業務に係る必要経費を記載すること。

(2) 予算上限　６，０００千円（税込）

（３）　提出期限

　　　平成２９年８月２３日（水）　　午後５時必着

（４）　提出場所

　　　富士宮市役所産業振興部観光課（静岡県富士宮市弓沢町１５０番地）

４　審査方法・結果通知

（１）審査方法

平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業の審査会において、下記要領によりプレゼンテーションを実施します。企画書作成者による御説明と質疑応答をお願いいたします。プレゼンテーション実施後、企画内容及び見積り金額等を総合的に判断し審査します。

ア　日時：平成２９年８月３１日（木）　　午後１時～午後５時（申請が６社の場合）  

イ　場所：富士市役所会議室（静岡県富士市永田町１丁目１００番地　電話　０５４５－５５－２７７７）

ウ　出席者：６名以内

エ　内容

・企画書・見積書についてのプレゼンテーション
　　　　　　３０分

・審査員からの質疑等



 １０分

（２）結果通知

　　　平成２９年９月上旬　　※審査結果は文書により通知します。

５ 説明会

　企画見積書募集に先立ち、委託業務内容等に関する説明会を下記のとおり実施しますので、御出席願います。

　日時　平成２９年８月８日（火）　　午後２時～

　場所　富士宮市役所６階６２０会議室　静岡県富士宮市弓沢町１５０番地（電話　０５４４－２２－１１５５）

６ その他

（１）御提出いただいた書類等は返却しません。

（２）企画見積にかかる一切の費用は、貴社の負担でお願いします。

（３）審査内容については公表しません。

（４）無効となる提案

・定めた提案方法および期限に適合しない提案

・虚偽の内容が記載されている提案

・関係者に関する工作等、不当な活動を行ったと認められる場合

（５）提案書等の作成に関する質問等については、平成２９年８月１６日(水)午後５時までに下記メールアドレス、郵送（必着）又はＦＡＸにて受け付けます。なお、回答は公平性を保つため、参加する全ての業者に送付します。

担　当  富士宮市観光課 　　稲垣・後藤

電  話  ０５４４－２２－１１５５

ＦＡＸ  　０５４４－２２－１３８５

メール　kanko@city.fujinomiya.lg.jp

委託業者選定（企画見積競争）に関するスケジュール

	日　時
	内　容
	備　考

	7月28日～8月10日
	企画見積競争への参加募集
	富士市及び富士宮市ホームページにて

	8月8日（火）14時
	説明会
	富士宮市役所6階620会議室

	8月10日（木）17時
	参加申込み締切り
	富士宮市産業振興部観光課へ

	8月14日（月）17時
	質問受付終了
	電子メール、郵送またはＦＡＸにて

	8月18日（金）
	質問に対する最終回答
	電子メール

	8月23日（水）17時
	企画見積書提出締切り
	富士宮市産業振興部観光課へ

	8月31日（木）
	審査会（プレゼンテーション）
	富士市役所（別途通知）

	9月上旬
	結果通知
	メールまたは郵送にて

	9月上旬
	契約、着手
	


（様式第１号）
平成２９年　　月　　日
（あて先）
　富士地域観光振興協議会　
会長　　土井　一浩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
公募型プロポーザル参加申込書
平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業に係る公募型プロポーザル提案要項の趣旨を理解し、参加資格要件の項目を全て満たしているので、プロポーザルへの参加を申し込みます。
管理責任者
	所属部署
	

	役職・氏名
	

	住　所
	〒


	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	※参加資格要件：平成29年度の富士宮市及び富士市の入札参加登録済の者
　　　　　　　　入札参加が未登録の場合は、別添１の書類を添付すること


（様式第２号）
平成　　年　　月　　日
平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業に関する質問書
　
平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業に関して以下の質問がありますので提出します。
	質　問　者
	会社名・団体名
	

	
	所在地
	

	
	所属／役職
氏　名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	質問内容
	


注）１．質問事項は、本様式１枚につき１項目としてください。
　　２．文章はできるだけ、簡潔なものとしてください。
　　３．提出方法は、直接、郵便又は電子メール（ファイル添付）のいずれかで提出してください。なお、電子メールによる場合、ファイル形式はMicrosoft Wordとします。
（様式第３号）
平成２９年度富士山３７７６型広域ＤＭＯ設置検討事業企画提案書
平成　　年　　月　　日
（あて先）富士地域観光振興協議会　
会長　土井　一浩　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
　
この事業を受託したいので，企画提案書を提出します。
（様式第４号）
会社（団体）概要書
	会社（団体）名
	

	代表者職氏名
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	連　絡　先
	担当者名
	（所属：　　　　　　　　役職：　　　　　　　　）


	
	電　　話
	

	
	F　A　X
	

	
	e-mail
	


※法人等の概要が把握できるパンフレット等を添付してくだい。
（様式第５号）
同種・類似業務実績一覧
	実績の有無
	有　・　無　　（※該当箇所に○を付けてください）


　※実績が有る場合は、以下に記入してください。
	業務名
	業務の概要

	
	①発注者名：
②業務期間：
③金　　額：（千円）
④業務の内容：

	
	①発注者名：

②業務期間：

③金　　額：（千円）

④業務の内容：

	
	①発注者名：

②業務期間：

③金　　額：（千円）

④業務の内容：

	
	①発注者名：

②業務期間：

③金　　額：（千円）

④業務の内容：


　※記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。
（様式第６号）
統括責任及び担当者経歴書
	総　括　責　任　者
	職・氏　名
	専　門　分　野　，　実　績

	
	
	

	担　当　者
	職・氏　名
	専　門　分　野　，　実　績

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　※欄が不足する場合は，適宜追加してください。
別添１（様式１号関係）の書類
①履歴事項全部証明書（写し可）・・・法人の場合のみ提出
②決算書の写し　　　　　　　 ・・・法人の場合のみ提出
③代表者の身分証明書（写し可）・・・個人の場合のみ提出（証明書発行先：本籍地の市町村）
④納税証明書等（写し可）
　○市内業者・準市内業者（委任先を両市内におく場合）
　　個人・・・市税の完納証明書＋納税証明書「その３の２」
　　法人・・・市税の完納証明書＋納税証明書「その３の３」
　※支店、営業所等を委任先とする準市内業者として申請するには、
　　①専用スペースが確保（併用住宅の場合には居住部分と区分）されている。
　　②看板・表札等により外観上確認できる。
　　③電話料金等の公共料金が法人名義で支払われている（法人登録の場合）の要件を

　　　備えている必要があります。
　○上記以外の業者
　　　個人・・・納税証明書「その３の２」
　　　法人・・・納税証明書「その３の３」
※証明書発行先
　　市税の完納証明書・・・各市の納税証明担当課
　　納税証明書「その３の２」・「その３の３」・・・税務署
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